
【 6,341,576,286 】 【 4,154,314,378 】

現 金 41,465 未 払 費 用 10,919,775

普 通 預 金 270,086,151 未 払 法 人 税 等 75,429,600

譲 渡 性 預 金 5,500,000,000 仮 受 金 2,883,275

定 期 預 金 500,000,000

求 償 債 権 187,453,365 前 受 保 証 料 2,579,806,091

前 払 費 用 2,996,545 預 り 金 321,153

仮 払 金 3,109,540 賞 与 引 当 金 2,332,002

貯 蔵 品 16,514 未 払 消 費 税 108,800

未 収 収 益 28,779,204 保証債務損失引当金 1,482,513,682

貸 倒 引 当 金 △ 150,906,498 7,359,000

リ ー ス 債 務 7,359,000

負 債 の 部 合 計 4,161,673,378

【 659,728,507 】

( 114,986,350 ) 【 2,838,563,521 】

建 物 11,067,803 （資　本　金） （ 50,000,000 ）

建 物 付 属 設 備 4,165,796 資 本 金 50,000,000

構 築 物 855,834 （利 益 剰 余 金） （ 2,788,563,521 ）

工 具 器 具 備 品 2,236,917 利 益 準 備 金 12,500,000

土 地 96,660,000 別 途 積 立 金 700,000,000

( 6,690,000 ) 繰 越 利 益 剰 余 金 2,076,063,521

リ ー ス 資 産 6,690,000 （自 己 株 式） （ 0 ）

( 538,052,157 ) 自 己 株 式 0

投 資 有 価 証 券 10,697,970 【 1,067,894 】

繰 延 税 金 資 産 527,354,187 その他有価証券評価差額金 1,067,894

純 資 産 の 部 合 計 2,839,631,415

資 産 の 部 合 計 7,001,304,793 負債及び純資産の部合計 7,001,304,793

【評　価　差　額　金】

純　資　産　の　部

【固　定　資　産】

（有形固定資産） 【株　主　資　本】

（無形固定資産）

（投資その他の資産）

【流　動　資　産】 【流　動　負　債】

【固　定　負　債】

科　　　　　目 金　　　　額 科　　　　　目 金　　　　額

円 円

第４１期　　貸借対照表
2023年3月31日現在

福井信用保証サービス株式会社

資　産　の　部 負　債　の　部



          自　2022年4月 1日
          至　2023年3月31日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
計算書類の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は次のとおりであります。

１．有価証券の評価基準及び評価方法
   その他の有価証券
　　　時価のあるもの　　：　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
　　　　　　　 　　     　  法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　時価のないもの   ：　　移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法
　　有形固定資産　　　：　　定率法
　　　　　ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに平成28年

4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　　無形固定資産　　　：　　定額法
自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）で償却しております。

３．引当金の計上基準
　　（１）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、保証債務の履行により発生した求償債権につい
ては、担保等の処分・実行による回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

　　（２）保証債務損失引当金
保証債務の履行による損失に備えるため、当社の資産の自己査定ならびに償却・引当
基準に基づき、必要と認める額を計上しております。

　　（3）賞与引当金
従業員の賞与の支払に備えるため、翌期支給見込額のうち当期の負担額を計上して
おります。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　（１）リース取引の処理方法

平成20年4月1日前の契約のファイナンス・リース取引及び事業の重要性が乏しくかつ、
契約金額が300万円以下のファイナンス・リース契約については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理としています。

　　（２）消費税等の会計処理
税抜き方式を採用しております。

Ⅱ. 貸借対照表に関する注記
１．保証債務残高 547,813,172,038 円
２．有形固定資産減価償却累計額 73,066,820 円

 個　　別　　注　　記　　表



Ⅲ. 株主資本等変動計算書に関する注記
１．当該事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式　　　　　　 500 株

Ⅳ. 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
    ①繰延税金資産

保証債務損失引当金の繰入超過額 507,909,182 円

貸倒引当金の繰入超過額 10,249,831 円

賞与引当金の繰入超過額 798,943 円

未払事業税 6,559,590 円

減価償却資産の償却超過額 1,437,490 円

固定資産除却損否認額 346,639 円

一括償却資産損金算入超過額 191,875 円

繰延消費税 303,198 円

その他 460,604 円

繰延税金資産 合計 528,257,352 円

評価性引当額 ▲ 346,639 円

繰延税金資産 合計 527,910,713 円

    ②繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 556,526 円

繰延税金負債 合計 556,526 円

繰延税金資産 純額 527,354,187 円

Ⅴ. 関連当事者との取引に関する注記
１．取締役　山岸　重和に対し、当社は保証取引があります。
2．監査役　米村　宜将に対し、当社は保証取引があります。

以　上


